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 『海外の拠点を強化したい』 
 

新興市場開拓人材育成支援事業（海外進出支援） 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

 
対象となる方  

開発途上国の現地拠点を強化したい中小企業等 
 

 
支援内容  

 
１．研修事業  
 日本企業の海外展開に必要となる現地拠点強化を支援するため、海外進出先の現地技術

者等を日本に受け入れ、企業内で行う個別研修（実地研修）等を支援します。 
 具体的には、研修生の受入費（宿舎費、食費、実地研修費等）の一部を補助します。 
 

２．専門家派遣事業 

 日本企業の海外展開に必要となる現地拠点強化を支援するため、途上国の現場を活用した

専門家による指導を支援します。なお、我が国からの出資比率が高い日系企業については受け

入れ企業に加えてローカル企業に対する付加指導の実施を支援します。 

 具体的には、専門家の派遣費（旅費・滞在費等）の一部を補助します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

お問い合わせ先 
 経済産業省 貿易経済協力局 技術協力課 人材育成補助事業担当 
   ＴＥＬ：03-3501-1937  
   
 平成２６年度実施機関：３月末に決定予定 

 日本企業の海外展開に必要となる現地拠点強化のため、開発途上国の現地拠点において経

営・販売・開発・設計等に携わる幹部人材の育成等を支援します。 
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『海外の拠点を強化したい』 
 

低炭素技術輸出促進人材育成支援事業（海外進出支援） 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

 
対象となる方  

 
 低炭素技術の海外展開を強化したい中小企業等 
 
 
支援内容  
 
1. エネルギーインフラ等の運営・保守管理人材育成  
 新興国等に輸出する高効率ガス火力発電所、地熱発電所等のエネルギーインフラ

等の運営・保守管理を担う現地人材の育成を支援します。 
 具体的には、研修生の受入費（渡航費、宿泊費、食費、実地研修費等）の一部、

専門家の派遣費（旅費、滞在費等）の一部を補助します。 
 
 
2. 現地工場における生産プロセスの省エネ化の支援  
 現地企業の工場における生産プロセスの省エネ化を推進するため、生産工程等を

担当する現地人材の育成を支援します。 
 具体的には、研修生の受入費（渡航費、宿泊費、食費、実地研修費等）の一部、

専門家の派遣費（旅費、滞在費等）の一部を補助します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

お問い合わせ先 
 

経済産業省 貿易経済協力局 技術協力課 人材育成補助事業担当  
電話：03-3501-1937 （直通） 

 
 ２６年度事業実施機関：公募により決定  

 先進的な低炭素技術を（省エネルギー・再生可能エネルギー等に関する技術）を持つ日本企業の

海外展開を促進するため、温室効果ガスの削減に貢献する現地人材の育成等を支援します。 

重
点
施
策

経
営
サ
ポ
ー
ト

金
融
サ
ポ
ー
ト

財
務
サ
ポ
ー
ト
商
業
・
地
域
サ
ポ
ー
ト

相
談
・
情
報
提
供

分
野
別
サ
ポ
ー
ト

情報提供・相
談

セミナー・研
修・イベント

法律等に
基づく支援

融資・リース・
保証

補助金・税
制・出資




